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報 ６ 

総 会 １７６ 

第一部報告 

 

 
 １．第 24 期の組織・運営 

 
（１） 第 24 期第一部の運営体制 
  
  部長：佐藤 岩夫  副部長：藤原 聖子  幹事：橋本 伸也・町村 敬志 
 

※ 役員会（役員に加え第一部所属副会長も参加）：随時開催 
※ 拡大役員会（上記に加え各分野別委員会委員長）： 

     前回総会以後、2 回開催（2017 年 12 月 22 日、2018 年 2 月 22 日） 
 
（２） 第一部では、10 の分野別委員会のもと、76 の分科会が設置され、活動を開始した。 
 

分野別委員会 委員長 
分科会数（2018 年 3 月 1 日

現在。※1） 
言語・文学委員会   松浦 純 4 
哲学委員会   戸田山 和久 5 
心理学・教育学委員会   亀田 達也      9（1） 
社会学委員会   遠藤 薫 12 
史学委員会   久留島 典子 10 
地域研究委員会   宮崎 恒二 11 
法学委員会   松本 恒雄 8 
政治学委員会   古城 佳子 5 
経済学委員会   北村 行伸 7 
経営学委員会   徳賀 芳弘      5（1） 

  ※1 （）内は他部が主たる担当委員会である合同分科会（内数）。 
 
（３） 第一部が直接統括する分科会として以下を設置した（いずれも前期からの継続）。 
○ 第一部国際協力分科会（委員長：町村 敬志）  

設置目的：人文・社会科学領域における日本学術会議としての国際学術活動の発展。 
審議事項：1.第一部関連各分野で行われている国際交流の実態の調査と今後の方向の検

討、2. ISSC（国際社会科学協議会）および ISC（国際学術会議）への統合後における

WSSF（世界社会科学フォーラム）等への対応、3.AASSREC（アジア社会科学研究協

議会連盟）、IFSSO（国際社会科学団体連盟）等の組織への対応。 
○ 第一部科学と社会のあり方を再構築する分科会（委員長：杉田 敦） 

設置目的：科学と社会の今後のあり方、とりわけ、緊急時における情報発信のための態

勢づくりの方向性についての具体的提言の発出。 
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審議事項：1.科学者からの発信のあり方、2.科学者と市民との関わりのあり方、3.リス

クにかかわる政治的決定のあり方、4.社会との関係における日本学術会議の役割。 
○ 第一部人文・社会科学の役割とその振興に関する分科会（委員長：橋本 伸也） 

設置目的：前期の第一部提言『学術の総合的発展をめざして―人文・社会科学からの提

言―』（2017 年 6 月 1 日）の政策へのインパクトの検証、提言に示された課題のさ

らなる検討等を含め、学術研究・教育におる人文・社会科学のあり方とその役割、お

よび、人文・社会科学の振興のための課題の審議。 
審議事項：1.学術研究と教育における人文・社会科学のあり方とその役割、2.人文・社

会科学の振興のための課題。 
○ 第一部総合ジェンダー分科会（委員長：永瀬 伸子） 

設置目的：前期に発足した人文社会科学系学協会男女共同参画推進連絡会（GEAHSS）
と連携しつつ、人文・社会科学をはじめとする学術における男女共同参画の健全な展開

を実現。 
審議事項：1.学協会の相互連携によるジェンダー統計の調査・公表・分析の推進、ジェ

ンダー平等に関する好事例の共有、2.人文社会科学系学協会の相互連携と分野横断的ジ

ェンダー研究の推進、男女共同参画の展開に向けた課題の検討、3.自然科学と人文社会

科学における男女共同参画の連携協力に向けた課題の検討。 
 
 ２．第 24 期の活動方針 

 
（１） 人文・社会科学の振興 
 前期 3 年目に第一部が発出した提言「学術の総合的発展をめざして─人文・社会科学か

らの提言─」（2017 年 6 月 1 日）は、今日の人文・社会科学をめぐる状況と課題を整理し

た上で、学術の総合的発展のために、①教育の質向上と若者の未来を見据えた高等教育政

策の改善、②研究の質向上の視点からの評価指標の再構築、③大学予算と研究資金のあり

方の見直し、④若手研究者と女性研究者の支援の本格化、⑤総合的学術政策の構築の 5 点

を提言した。今期第一部では、部会、役員会・拡大役員会、第一部附置人文・社会科学の

役割とその振興に関する分科会等を中心に、科学者委員会およびその下に置かれた各分科

会とも連携しつつ、「提言」の内容をさらに具体化し、成果を上げることをめざす。 
 
（２） 社会への発信（責任ある意思の表出） 
 日本学術会議は、日本の科学者コミュニティの代表機関として、日本の社会や学術がか

かえる重要課題について、意思を形成し社会に発信する重要な役割を期待されている。第

一部は、これまで同様、この期待に積極的に応えることをめざす。 
 このことに関連し、第一部科学と社会のあり方を再構築する分科会では、緊急時におけ

る情報発信のための態勢づくりの方向性についての具体的提言を審議中である。 
 また、各期の期末に多数の提言等が集中する問題や、査読のあり方、同時並行的に進行

する分野別・機能別・課題別各委員会の審議の連絡・調整の体制等、日本学術会議の意思

を形成・表出プロセス自体に反省的な検討を加え、責任ある意思の表出の一層の実現への

貢献もめざす。第一部自体の取り組みとしては、まず、前期第一部で行われた査読体制改

革の成果をレビューした上で、その定着をはかるとともに、さらなる改善方策を確認した。 
 
（３） その他 
 人文・社会科学分野における日本の学術の国際発信の強化、人文・社会科学をはじめと

する学術における男女共同参画の健全な展開の実現等にも積極的に取り組む（第一部国際



31 
 

協力分科会、第一部総合ジェンダー分科会）。 
 
 ３．第 24 期発足後の活動 

 
（１） 部会：4 月、10 月の総会時の部会のほか、夏季に部会を開催（2018 年 7 月 29 日〜

30 日を予定） 
 
（２） 前回総会以後の第一部関係の意思の表出：なし 

 
（３） 前回総会以後の第一部関係のシンポジウムの開催（10 件） 

 
開催日 名称 開催場所 委員会・分科会 

2017.10.28（土） 
13：30～17：30 

公 開 シ ン ポ ジ ウ ム

「「歴史総合」をめぐ

って（2）―中学校と

高校の歴史教育を考

える―」 

駒澤大学駒沢キャン

パス 
史学委員会高校歴史

教育に関する分科会 

2017.11.4 (土) 
13:00～17:00 

公開シンポジウム「持

続可能な社会づくり

に向けた地理教育の

充実－SDGs実現にお

ける教育の役割－」 

東京大学教養学部 地域研究委員会・地球

惑星科学委員会合同

地理教育分科会 

2017.11.18（土） 
2017.12.2（土） 
13:30～17:00 
※2 日間 

公開シンポジウム「司

法面接：被面接者への

心理的配慮と事実の

解明」 

2017.11.18（土） 
福岡大学 
2017.12.2（土） 
立命館大学 

心理学・教育学委員会

法と心理学分科会、同

委員会社会のための

心理学分科会 
2017.12.9（土） 
13:30～17:00 

公開シンポジウム「恐

怖を哲学する―フィ

アー・ホラー・テラー

―」 

日本学術会議講堂 哲学委員会、同委員会

芸術と文化環境分科

会、古典精神と未来社

会分科会、いのちと心

を考える分科会、哲

学・倫理・宗教教育分

科会 
2017.12.16（土） 
13：00～16：30 

公開シンポジウム「人

文社会科学分野学協

会男女共同参画推進

シンポジウム」 

奈良女子大学 第一部総合ジェンダ

ー分科会 

2018.1.20 (土) 
13:30〜17:00 

公開シンポジウム「博

物館法をはじめとす

る関連法等の改正に

向けて」 

独立行政法人国立文

化財機構 東京文化

財研究所 

史学委員会博物館・美

術館等の組織運営に

関する分科会 

2018.1.27（土） 
12:30～18:30 
2018.1.28（日) 

公開シンポジウム「第

1 回フューチャー・デ

ザイン・ワークショッ

大学共同利用機関法

人人間文化研究機構 

総合地球環境学研究

経済学委員会・環境学

委員会合同フューチ

ャー・デザイン分科会 
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8:30～14:40 
※2 日間 

プ」 所 

2018.1.27（土） 
13:30～16:30 

公開シンポジウム「高

度経済成長期＜日本

型システム＞から何

を学ぶか」 

日本学術会議講堂 社会学委員会フュー

チャー・ソシオロジー

分科会 

2018.2.23（金） 
13:00～18:00 

公開シンポジウム「政

治関連データ・アーカ

イヴの構築と拡充」 

慶應義塾大学三田キ

ャンパス 
政治学委員会政治過

程分科会 

2018.3.31（土） 
13:00～18:00 

GEAHSS（人文社会

科学系学協会男女共

同参画推進連絡会）発

足記念公開シンポジ

ウム「人文社会系学協

会における男女共同

参画をめざして」 

お茶の水女子大学  第一部総合ジェンダ

ー分科会 

 
（４）第一部ニューズレターの発行（第 20 期以降、概ね年間 3 号程度を発行） 
 
 第 24 期第 1 号（2017 年 12 月） 
 http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/1bu/pdf/letter24-1.pdf 
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第二部報告 

 

 

第二部活動報告（平成 29年 10月～平成 30年 3月） 

 

１．組織及び活動の概要 

第二部は現会員 69 名、下記の 10委員会のもとに 94分科会（環境学委員会分科会を含む。環

境学委員会は融合領域分野として第一部、第三部と共に設置）が設けられており、各分野に

特徴ある活発な活動を展開している。部会は 10月、4月の総会時および夏季の計 3 回開催さ

れ、役員会あるいは拡大役員会は幹事会の開催日に合わせて行われており、部の運営方針を

決定している。 

部長：石川冬木 副部長：平井みどり 幹事：武田洋幸、丹下 健 

分野別委員会 委員長 分科会数 94（計 93＋1※） 

基礎生物学委員会 城石 俊彦 15 

統合生物学委員会 巌佐 庸 7 

農学委員会 大杉 立 14 

食料科学委員会 澁澤 栄 9 

基礎医学委員会 甲斐 知恵子 12 

臨床医学委員会 神尾 陽子 11 

健康・生活科学委員会 片田 範子 8 

歯学委員会 丹沢 秀樹 4 

薬学委員会 望月 眞弓 6 

環境学委員会 髙村 ゆかり 7 

※部直轄の分科会として「生命科学における公的研究資金のあり方検討分科会」 

 

第二部部会の開催： 

第 1回（平成 29年 10 月 2日～ 4日） 

議題等： http://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/2bu/pdf/2bu-sidai2401.pdf 

 

第 24期に新たな分科会を設置 

基礎医学委員会・臨床医学委員会合同法医学分科会の設置： 
法医学は、犯罪捜査の手掛かりや、裁判のための医学的証拠を見つけ出し、事件の解

決・犯罪の抑止に貢献するだけでなく、事故原因の解明や再発防止、大災害における個

人識別などにも深く関係しており、安全・安心な社会の構築における、その重要性は、

報 ７ 

総 会 １７６ 
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ますます増大してきている。しかしながら、近年、日本では法医学を志す若手医師がほ

とんどいない。また、欧米では、法医学の専門機関が設置され、解剖や諸検査のための

予算や人員が十分に確保されているが、日本では捜査機関がその都度大学に嘱託するか

たちで運営されており、これら法医実務のための十分な予算、人員などが確保しづらい

現状がある。本分科会では、法医学に進む若手医師の確保戦略、わが国における法医業

務の運営制度の見直し、また、法医学の重要性に関する国民の理解を推進する。 

 

基礎医学委員会医学研究者育成検討分科会の設置： 

近年、医学部学生で基礎医学研究を志す人材が極端に減少し、将来的に大学医学部、

医科大学の基礎系研究室を担う教員が確保できなくなることが危惧されている。このよ

うな医学研究者の減少は日本の医学・生命科学研究の停滞につながる可能性がある。医

学研究者育成の現状の分析と対応策を検討することを本分科会の目的とする。 
 

臨床医学委員会アディクション分科会の設置： 

アディクションは、物質や行動への依存を含み、本人の心身や社会活動に影響するだ

けでなく、社会においても大きな問題となっている。本邦におけるその社会損失は年間

8 兆円以上と見積もられている。また、2016 年には統合型リゾート整備推進法（カジノ

法）が成立し、さらなるアディクション問題の拡大が懸念されている。米国では National 

Institute of Healthの傘下に精神保健とは別にアディクションに関する 2つの研究所

が設置され、長期的かつ多様な研究がなされている。これに対して本邦では、2014年に

施行されたアルコール健康障害対策基本法などで研究の必要性が謳われているものの、

対応はまだほとんどなされていない。そこで、アディクションに対するアカデミアの役

割を明らかにし、社会発信することがこの分科会の設置目的である。 
 

臨床医学委員会臨床ゲノム医学分科会の設置： 

内閣総理大臣が本部長を務める健康・医療戦略本部、及び関連省庁全てが参画する健

康・医療戦略推進会議において、２０１４年７月に、「健康・医療戦略」が閣議決定され

た。この中で、ゲノム医療の実現に向けた基盤整備や取組の推進が掲げられ、２０１５

年１月には、ゲノム医療を実現するための取組を関係府省・関係機関が連携して推進す

るために、健康・医療戦略推進会議の下に、「ゲノム医療実現推進協議会」が設置され、

２０１５年６月に「ゲノム医療実現に向けた診療・研究体制（概念図）案」を公表した。

さらに、２０１７年５月に「医療実装に資する課題への取組状況」が報告され、ゲノム

情報を医療応用していくための種々の取組が開始されている。 
 現在、日本学術会議では基礎生物委員会に「遺伝学分科会」と「ゲノム科学分科会」

が設けられているが、ゲノム医療実現推進のためには、臨床医学委員会に「臨床ゲノム

医学分科会」を設置し、基礎科学、基礎医学に留まらない臨床の場における遺伝学、ゲ
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ノム学のあり方を検討することが必要であり、これは時代の要請とも言える。特に、臨

床遺伝医学は既存の診療科や専門領域の枠組みを超えた横断的な視点で考える必要があ

り、その意味でも様々な領域の識者によって構成される日本学術会議が果たせる役割は

大きい。 

 

臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同少子高齢社会におけるケアサイエン

ス分科会の設置： 

類を見ない高齢化と少子化の進行によって人口構造の転換を迎えている我が国の喫緊

の課題の一つは、「治癒」をめざす「医学モデル」のみならず、病を持ちながら人々が

安心して暮らしていくための「ケア」を核とする「社会モデル」を融合させた教育・研

究を行う体制構築である。２３期健康・生活科学委員会看護学分科会では、シンポジウ

ム及び『学術の動向』の特集において、ケアを、現代社会に暮らす人々の生活の質を支

える実践とし、それらに関与する諸科学に通底する概念及び論理を「ケアサイエンス」

として提唱した。とりわけ、こうした課題への取り組みには、当事者である市民との協

働が強く求められている。それ故、市民と共に作る新たな「ケア社会」の学術基盤の創

造が必要であると考えた。 

これを受け、少子高齢社会におけるケアサイエンス分科会を新たに設置し、看護学、臨

床医学、社会福祉学、工学、情報科学等の諸科学、さらには当時者である市民、行政等

と協働し、少子高齢社会を支える「ケアサイエンス」の教育・研究の在り方を提言する。 

 

２．具体的活動 

１） 第二部が直接統括する分科会 

「生命科学における公的研究資金のあり方検討分科会」 

 我が国における生命科学研究の多くが国家予算によって支援を受けており、研究の推進は

科学研究費補助金をはじめとする公的研究資金に大きく依拠している。この点から、生命科

学分野を担う第二部において、2 年前に設置された日本医療研究開発機構(AMED)は生命科学

研究に大きな影響を及ぼしている。昨年の 7 月に『生命科学研究の総合的推進：日本医療研

究開発機構(AMED)に期待する』と題して、ワークショップを開催し AMED のあり方について討

議した。本検討分科会では、その後も引き続き日本の生命科学研究を発展させる観点から、

科学研究費補助金の制度改革を含め公的研究資金のあり方全般について議論を深め、今年の

2 月 27日に報告「生命科学における研究資金のあり方」を公表した。 

 

 

２） 第二部が主体的に関与する課題別委員会 

「医学・医療領域におけるゲノム編集技術のあり方検討委員会」 
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 本検討委員会は当初第二部が直接統括する分科会として設置された。その後、審議内容か

ら課題別委員会として新たに設置されたものである。ゲノム編集技術は、ゲノム配列が既知

の生物種において、点突然変異や DNA断片挿入・欠失を標的遺伝子の標的配列に高精度・高

効率で行うことができる画期的技術である。しかし、本技術は従来の遺伝子改変技術と異な

り、作出された遺伝子改変生物・細胞が本技術によって人為的に得られたのか、あるいは自

然におこる突然変異によって得られたのかを作出後に見極めることができないこと、及び、

標的遺伝子以外のゲノム領域に予期せぬ変異が生じるオフターゲット効果などの懸念から、

本技術の医療への応用、特に配偶子や受精卵への応用には生命倫理上の問題点が指摘されて

いる。本委員会として、本技術を用いた医学領域における基礎研究および臨床応用について

我が国の現状を明らかにし、その有用性と倫理的問題点を精査する事で我が国のアカデミア

として、ゲノム編集技術を用いた医学研究と、その臨床応用について留意すべき基本的な考

え方を早急に検討し、取りまとめる。昨年 4月 30日に公開シンポジウム「ヒト受精卵や配

偶子のゲノム編集を考える」を開催し、昨年 9 月 27 日に提言「我が国の医学・医療領域に

おけるゲノム編集技術のあり方」を公表した。 

 

３） 提言・報告の発出 

提言「我が国における医学・医療領域におけるゲノム編集技術のあり方」の

英訳「Genome Editing Technology in Medical Sciences and Clinical 

Applications in Japan」 

平成 29年 12月 5日 

本  文 : http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-t251-1-en.pdf 

 

提言「生物多様性条約及び名古屋議定書におけるデジタル配列情報の取扱い

について」 

「The treatment of Digital Sequence Information with respect to the 

Convention on Biological Diversity and the Nagoya Protocol」 

（基礎生物学委員会・統合生物学委員会・農学委員会・基礎医学委員会合同遺伝資源分科会） 

（農学委員会・食料科学委員会合同農学分野における名古屋議定書関連検討分科会） 

平成 30年 1 月 22日 

本  文 : http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-t258.pdf 

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-24-t258e.pdf 

 

報告「生命科学における研究資金のあり方」 

（第二部生命科学における研究資金のあり方検討分科会） 

平成 30年 2 月 27日 

本  文： http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-23-h180227.pdf 
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４） 開催した主な公開講演会・シンポジウム等 

公開シンポジウム等の開催件数：14 件 

 

開催日 名 称 開催場所 委員会・分科会 

平成 29 年 

11月 1日

（月） 

「脱タバコ社会実現をめざしタバコ

対策の再構築を」 

鹿児島県

歴史資料

センター

黎明館 

脱タバコ社会の実現

分科会 

平成 29 年 

11月 2日

（木） 

「幼小児期から思春期・若年成人期

における生活習慣の見直しと健康増

進」 

かごしま

県民交流

センター 

2F 中ホー

ル 

生活習慣病対策分科

会 

平成 29 年 

11月 2日

(木) 

「これからのいのちと健康と生活を

まもる 

2. いのちをまもり健康を育む住まい

を考える」 

鹿児島県

県民交流

センター

県民ホー

ル 

健康・生活科学委員

会 

平成 29 年 

11月 2日

(木) 

「受精時・胎芽期・胎生期・幼児期

の環境因子から成人後の健康や次世

代の健康を考える」 

鹿児島市

公民館 
パブリックヘルス科

学分科会 

平成 29 年 

11月 3日

(金) 

「地域で暮らす人々とロボットとの

共生」 

鹿児島大

学郡元キ

ャンパス

学習交流

プラザ 

看護学分科会 

平成 29 年

11月 4日

(土) 

「国立自然史博物館の設立を目指し

て～ネットワーク型博物館が目指す

地域との連携～」 

沖縄県 
国頭村ふ

れあいセ

ンター 

動物科学分科会、自

然史・古生物学分科

会合同 

平成 29 年

11月 4日

(土) 

「生命現象をのぞき込む～試験に出

ない？基礎研究の凄みと楽しさ～」 
京都 
知恩院 

細胞生物学分科会、

形態細胞生物医学文

化期合同 
平成 29 年

11月 6日

「沿岸地域を再生させるための水産

業を考える」 
日本学術

会議講堂 
水産学分科会 
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(月) 

平成 29 年

12月 2日

（土） 

「遺伝子組換え作物と植物保護」 東京大学 植物保護科学分科会 

平成 29 年 

12 月 17 日

（日） 

「地方創生時代の看護系大学のチャ

レンジ‐看護学の変革と課題－」 

仙台国際

センター

会議棟２

階 萩 

看護学分科会 

平成 30 年 

1月 12 日

（金） 

「がんと代謝～新たな研究領域の創

生から革新的な治療薬開発へ～」 
日本学術

会議講堂 
生物系薬学分科会 

平成 30 年

３月 18 日

（日） 

「海外遺伝資源利用研究を円滑に実

施するために」 
名城大学 

農学分野における名

古屋議定書関連検討

分科会、農芸化学分

科会合同 
平成 30 年

３月 18 日

（日） 

「コムギタンパク質の食品科学研究

最前線」 
名城大学 農芸化学分科会 

平成 30 年

３月 30 日

（金） 

「畜産物の質的保証：2020 年東京オ

リンピック・パラリンピックに向け

て」 
東京大学 畜産学分科会 

 

５） その他 

 第２３期に第二部より発出された報告「高等学校の生物教育における重要用語の選定につい

て」（基礎生物学委員会・統合生物学委員会合同生物科学分科会、平成２９年９月２８日発出）

では、高等学校で利用されている教科書「生物」が延べ 2,000 を超える数の用語が重要と指

定し、これが学習上の障害となっていることを指摘しており、あわせて重要語を 512語に

減らすことを提案している。その後、文部科学省より学習指導要領改訂案が平成 30年 2

月に公表され、「生物」においては、重要語を絞り込む方針が示されている。 
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報 ８ 

総 会 １７６ 
 

第 三 部 報 告 

 

第三部には、以下の 11 分野別委員会のもとに約 90 分科会及び１合同分科会が設置され

ている。 

 

役員 

 部長 大野 英男  

 副部長 徳田 英幸  

 幹事 高橋 桂子  

 幹事 米田 雅子  

    

分野別委員会 

  委員長 副委員長 

 環境学委員会 髙村 ゆかり 浅見 真理 

 数理化学委員会 坪井 俊 小澤 徹 

 物理学委員会 梶田 隆章 松尾 由賀利 

 地球惑星科学委員会 藤井 良一 田近 英一 

 情報学委員会 徳田 英幸 東野 輝夫 

 化学委員会 加藤 昌子 茶谷 直人 

 総合工学委員会 吉村 忍 大倉 典子 

 機械工学委員会 藤井 孝藏 厨川 常元 

 電気電子工学委員会 大西 公平 波多野 睦子 

 土木工学・建築学委員会 米田 雅子 前川 宏一 

 材料工学委員会 山口 周 片岡 一則 
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 平成 29年 10月 5日～平成 30年 4月 2日の半年間における、第三部および関連の分野

別委員会の活動を以下に報告する。この間、第三部拡大役員会を 4 回（11.24、12.22、

1.25、3.30）開催した。 

  

１．提言等の発出 

該当なし 

 

２．シンポジウムの開催 

 第三部および関連の分野別委員会の活動として７つのシンポジウムを開催した。 

○環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 FE・WCRP 合同分科会：「GLP(全球陸域研究計

画)の推進と国連持続可能な開発目標(SDGs)への貢献」（H29.10.16）（日本学術会議講堂） 

○材料工学委員会バイオマテリアル分科会：「イノベーションプラットフォームとしての

バイオマテリアル 2017」（H29.11.21）（タワーホール船堀 5階小ホール） 

○総合工学委員会・機械工学委員会合同計算科学シミュレーションと工学設計分科会：

「第７回計算力学シンポジウム」（H29.12.7）（日本学術会議講堂） 

○土木工学・建築学委員会：「2017年九州北部豪雨災害と今後の対策」（H29.12.20）（日

本学術会議講堂） 

○情報学委員会：「Secure Smart Connected Communityの構築に向けて」（H30.1.11）（日

本学術会議講堂） 

○総合工学委員会・機械工学委員会合同力学基盤工学分科会：「第３回理論応用力学シン

ポジウム～力学と知能の融合：古典力学の新潮流～」（H30.3.5）（日本学術会議講堂） 

○物理学委員会天文学・宇宙物理学分科会：「安全保障と天文学」（H30.3.14）（千葉大学

西千葉キャンパス） 

 

３．その他の活動 

○第三部拡大役員会（H30.3.30）において、理学・工学系学協会連絡協議会（83 学会）

を開催。「学協会と日本学術会議の連携のあり方について」をテーマに、事前に各学会か

らご意見シートを集めた上で、各学会発表と意見交換を行った。当連絡協議会の結果は、

第三部および科学者委員会学協会連携分科会等で審議いただく予定である。 

 

４．今後の主な予定 

 平成 30年度の第三部夏季部会を 8月 2日～3日に宮城県仙台市にて開催する。 

 

文責 第三部部長 

大野 英男 
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